世界子供白書2007指標の定義・データ出典・注（表1～10）


表1　基本統計

指標の定義

５歳未満児死亡率－出生時から満５歳に達する日までに死亡する確率。出生１,０００人あたりの死亡数で表す。

乳児死亡率－出生時から満１歳に達する日までに死亡する確率。出生１,０００人あたりの死亡数で表す。

新生児死亡率－出生時から生後２８日以内に死亡する確率。出生１,０００人あたりの死亡数で表す。

１人あたりのGNI－GNI（国民総所得）とは、すべての居住生産者による付加価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）および非居住者からの１次所得（被用者の報酬および財産所得）の正味受取額を加えた総額である。１人あたりのGNIは、国民総所得を年央の人口で割って算出する。１人あたりのGNIの米ドル換算値は世界銀行アトラス計算法によるものである。

出生時の平均余命－新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のもとで生きられる年数。

成人の識字率－１５歳以上で読み書きできる者の比率。

初等教育純就学／出席率－ユネスコ統計研究所が報告している初等教育純就学率と、国別世帯調査で報告された初等または中等教育の出席率から算出されたもの。初等教育純出席率とは、公式の初等教育就学年齢に相当する年齢層の子どものうち初等学校または中等学校に出席している子どもの割合を指す。

所得の分布－所得の受取額から見て上位２０％の世帯と下位４０％の世帯がそれぞれ受け取っている所得の比率。
データの主な出典

５歳未満児・乳児死亡率－ユニセフ、世界保健機関、国連人口局、国連統計局。
新生児死亡率－世界保健機関（人口動態統計システムおよび世帯調査を使用）。
総人口－国連人口局。
出生数－国連人口局。
5歳未満児の死亡数－ユニセフ。
１人あたりのGNI－世界銀行。
平均余命－国連人口局。
成人の総識字率－ユネスコおよびユネスコ統計研究所。万人のための教育２０００評価の結果を含む。
就学・出席率－ユネスコ統計研究所、複数指標クラスター調査（MICS）および人口保健調査（DHS）。
世帯の所得－世界銀行。
注

a: 低所得層（875米ドル以下）

b: 下位の中所得層（876-3,465米ドル）

c: 上位の中所得層（3,466-10,725米ドル）

d: 高所得層（10,726米ドル以上）

-  データなし。
ｓ 国別世帯調査のデータ

ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。

ｙ 標準的な定義によらないデータまたは国内の一部地域のみに関するデータではあるが、地域別・世界全体の平均値の算出にあたっては計算に入れられたことを示す。
＊
データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。

表2　栄養指標

指標の定義

低出生体重－出生時の体重が２,５００グラム未満であること。
低体重－中・重度：年齢相応の体重を持つ基準集団の体重の中央値からの標準偏差がマイナス２未満であること。重度：年齢相応の体重を持つ基準集団の体重の中央値からの標準偏差がマイナス３未満であること。
消耗症－中・重度：身長相応の体重を持つ基準集団の体重の中央値からの標準偏差がマイナス２未満であること。
発育阻害－中・重度：年齢相応の身長を持つ基準集団の身長の中央値からの標準偏差がマイナス２未満であること。
ビタミンAの補給率－２００４年に高単位のビタミンAカプセルの補給を少なくとも1回受けた生後６-５９カ月児の比率。
ヨード添加塩を使う世帯－適切なヨード添加処理が施された塩（15ppm以上）を消費する世帯の比率。
データの主な出典

低出生体重－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）、その他の国別世帯調査、定期報告制度によるデータ。

母乳育児－DHS、MICS、ユニセフ。
低体重・消耗症・発育阻害－DHS、MICS、世界保健機関（WHO）、ユニセフ。
ヨード添加塩－MICS、DHS、ユニセフ。
ビタミンA－ユニセフ、WHO。
注

-  データなし。
ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。

ｋ 生後４カ月未満の乳児への母乳のみの育児を表す。
＊ データが列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
ｔ ２回目のビタミンA投与の実施率が７０％以上の国を示す。

＊＊中国を除く。

ｗ ビタミンA補給プログラムにおいて、生後５９カ月までのすべての子どもをプログラムの対象としていない国を示す。

表3　保健指標

指標の定義

政府資金による定期EPI用ワクチンの購入率－子どもを守るために定期的に実施される予防接種のワクチンのうち、中央政府資金（融資資金を含む）で購入されたものの比率。
EPI－拡大予防接種プログラム。このプログラムにおける予防接種には、結核、ジフテリア・百日咳・破傷風（三種混合： DPT）、ポリオ、はしかの予防接種、および新生児破傷風予防のための妊婦に対する予防接種が含まれる。EPIにその他の（たとえばB型肝炎《HepB》やヘモフィルス-インフルエンザb型菌《Hib》、黄熱病の）予防接種を含めている国もある。
BCG－カルメット-ゲラン菌（結核予防ワクチン）の接種を受けた乳児の率。

３種混合（DPT1）－ジフテリア・百日咳・破傷風３種混合ワクチンの初回接種を受けた乳児の率。

３種混合（DPT3）－ジフテリア・百日咳・破傷風３種混合ワクチンの予防接種を３回受けた乳児の率。

HepB3－B型肝炎の予防接種を3回受けた乳児の率。

Hib3－ヘモフィルス-インフルエンザb型菌ワクチンの予防接種を３回受けた乳児の率。

肺炎と疑われる症状を呈していた５歳未満児の比率(％)―０-４歳の子どもで過去2週間に肺炎と疑われる症状を呈していた子どもの比率。
肺炎と疑われる症状を呈していた５歳未満児のうち適切な保健措置を受けた比率(％)―過去２週間に肺炎と疑われる症状を呈していた０-４歳の子どものうち、適切な保健措置を受けた子どもの比率。
下痢をした５歳未満児のうちORTおよび授乳・食事の継続による対応をされた比率－調査前２週間に下痢をした０-４歳の子どものうち、経口補水療法（ORT：経口補水塩または推奨された方法で家庭で調合された吸収のよい安全な水分）または水分補給を受け、さらに授乳・食事の継続による対応をされた者の比率。

マラリア：
蚊帳の下で眠る５歳未満児の比率（％）―０-４歳の子どもで蚊帳の下で眠った子どもの比率。

殺虫処理を施した蚊帳で眠る５歳未満児の比率（％）―０-４歳の子どもで殺虫処理を施した蚊帳の下で眠った子どもの比率。
発熱した５歳未満児のうち抗マラリア剤を与えられた比率（％）―過去２週間に発熱した０-４歳の子どものうち、（現地の定義による）適切な抗マラリア剤を与えられた子どもの比率。

データの主な出典

改善された水源を利用する人および適切な衛生施設を利用する人の比率－ユニセフ、世界保健機関（WHO）、複数指標クラスター調査（MICS）、人口保健調査（DHS）。
政府資金によるワクチン購入－ユニセフ、WHO。
予防接種－ユニセフ、WHO。
肺炎と疑われる症状－DHS、MICS、その他の国別世帯調査。
ORTの使用率－DHS、MICS。
マラリア－DHS 、MICS。

注

-  データなし。
ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。
＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。

＊＊　中国を除く。

β　DPT1接種率は少なくともDPT3と同率でなければならない。DPT1接種率がDPT3よりも小さいことは、データ収集・報告プロセスの欠陥を反映するものである。ユニセフとWHOは、各国・各地域の機関と協力してこのような欠陥を解消すべく取り組んでいる。

±　今年の白書では、過去の白書で採用していた「急性呼吸器感染症（ARI）」に代わり、「肺炎と疑われる症状」という用語を使用している。しかし、データ収集方法は変わっておらず、本統計表に掲載されている推計値は過去の白書に掲載されている推計値と比較可能なものである。本改訂に関わる詳細は９９ページの「データについての一般的留意事項」を参照。

λ　今年の白書では、B型肝炎およびヘモフィルス-インフルエンザb型菌（Hib）の予防接種が国内の一部地域のみで実施されている国についても、これらの予防接種普及率の推計値を掲載した（例えばインド）。過去の白書においては、これらの予防接種の実施地域が国内の一部地域のみに限定されている国についてはデータを掲載していなかった。

表4　HIV／エイズ指標

指標の定義

成人の推定HIV有病率－２００５年末時点でHIVと共に生きている成人（１５-４９歳）の比率。
HIVと共に生きる人（全年齢）の推定数－２００５年末時点でHIVと共に生きている人々（全年齢）の推定数。

HIVと共に生きる女性（１５歳以上）の推定数－２００５年末時点でHIVと共に生きている女性の推定数。

首都に住む妊娠した若い女性のHIV有病率－選択された妊産婦診療所で「関連のない無記名の」観察調査で実施された１５-２４歳の妊娠した女性の血液検査でHIVに陽性だった比率。

HIVと共に生きる子ども（０-１４歳）の推定数－２００５年末時点でHIVと共に生きている０-１４歳の子どもの推定数。

若者のHIV有病率－２００５年末時点でHIVと共に生きている１５-２４歳の若い男女の比率。
HIVについての包括的な知識をもつ比率－１５-２４歳の若い男女のうち、性交渉を通じたHIV感染を予防する２つの主な方法（コンドームの使用と、ひとりの忠実でHIVに感染していない相手のみと性交渉をもつこと）を認識し、HIV感染についての２つの主要な現地の誤解を否定し、健康にみえる人もエイズウィルスを保有する可能性を知っている割合。

リスクの高い直近の性交渉でコンドームを使用した人の比率－結婚しておらず、同居していない相手と過去１２カ月に性交渉をもった１５-２４歳の男女の若者のうち、そのような相手との直近の性交渉でコンドームを使用した人の割合。
エイズにより孤児となった子ども－２００５年末時点で、エイズにより親の一方もしくは両親を失った０-１７歳の子どもの推定数。

すべての原因により孤児となった子ども－２００５年末時点で、何らかの理由により親の一方もしくは両親を失った０-１７歳の子どもの推定数。
両親を失った孤児の学校への出席率－少なくとも親の一方と住んでいて通学している１０‐１４歳の子どもに対する、生物学上の両親を失い現在通学している同年齢の子どもの比率。
データの主な出典

成人の推定HIV有病率－国連エイズ合同計画（UNAIDS）、Report on the global AIDS epidemic, 2006
HIVと共に生きている人の推定数－UNAIDS、Report on the global AIDS epidemic, 2006
HIVと共に生きる女性（１５歳以上）の推定数－UNAIDS、Report on the global AIDS epidemic, 2006
首都に住む妊娠した若い女性のHIV有病率－UNAIDS、Report on the global AIDS epidemic, 2006
HIVと共に生きる子ども（０-１４歳）の推定数－Report on the global AIDS epidemic, 2006
若者のHIV有病率－UNAIDS、Report on the global AIDS epidemic, 2006
HIVについての包括的な知識をもつ比率－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）、行動観察調査（BSS）、リプロダクティブ・ヘルス調査（RHS）（１９９９-２００５）、www.measuredhs.com/hivdata
リスクの高い直近の性交渉でコンドームを使用した比率－DHS、BSS、RHS（１９９９-２００５）、www.measuredhs.com/hivdata
エイズにより孤児となった子ども‐ユニセフ、UNAIDS、米国国際開発庁、Africa’s Orphaned and Vulnerable Generations; Children Affected by AIDS, 2006
すべての原因により孤児となった子ども‐ユニセフ、UNAIDS、米国国際開発庁、Africa’s Orphaned and Vulnerable Generations; Children Affected by AIDS, 2006
両親を失った孤児の学校への出席率‐MICS、DHS（１９９９-２００５）、www.measuredhs.com/hivdata
注

-  データなし。
ｐ 孤児（１０-１４歳）の学校への出席率は２５-４９の事例にもとづく。
＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
表5　教育指標
指標の定義

成人の識字率－１５歳以上で読み書きできる者の比率。
初等教育総就学率－年齢に関わらず初等学校に就学する子どもの人数が、公式の初等教育就学年齢に相当する子どもの総人口に占める比率。
中等教育総就学率－年齢に関わらず中等学校に就学する子どもの人数が、公式の中等教育就学年齢に相当する子どもの総人口に占める比率。
初等教育純就学率－公式の初等教育就学年齢に相当する子どもであって初等学校に就学する子どもの人数が、当該年齢の子どもの総人口に占める比率。
中等教育純就学率－公式の中等教育就学年齢に相当する子どもであって中等学校に就学する子どもの人数が、当該年齢の子どもの総人口に占める比率。
初等教育純出席率－公式の初等教育就学年齢に相当する子どもであって初等学校または中等学校に通学する者の人数が、当該年齢の子どもの総人口に占める比率。データは国別世帯調査で得られたもの。
中等教育純出席率－公式の中等教育就学年齢に相当する子どもであって中等学校またはそれ以上の学校に通学する者の人数が、当該年齢の子どもの総人口に占める比率。データは国別世帯調査で得られたもの。
小学校の第１学年に入学した生徒が第５学年に在学する率－小学校の第１学年に入学した子どものうち、第５学年に達した者の比率。
データの主な出典

成人の識字率－ユネスコ統計研究所。
電話・インターネットユーザー－国際電気通信連合（ジュネーブ）。
初等・中等教育就学率－ユネスコ統計研究所。
初等・中等教育出席率－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）。
第５学年に在学する率－政府データ：ユネスコ統計研究所。調査データ：DHS、MICS。
注

-   データなし。
ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであり、かつ地域別・世界全体の平均値の算出にあたって計算に入れられていないことを示す。
ｙ　列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のデータ、標準的な定義によらないデータまたは国内の一部地域のみに関するデータではあるが、地域別・世界全体の平均値の算出にあたっては計算に入れられたことを示す。
＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。

＊＊中国を除く。

表6　人口統計指標

指標の定義

出生時の平均余命－新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のもとで生きられる年数。
粗死亡率－人口１,０００人あたりの年間の死亡数。
粗出生率－人口１,０００人あたりの年間の出生数。
合計特殊出生率－女性が出産可能年齢の終わりまで生き、年齢ごとに当該年齢の通常の出生率にしたがって子どもを産むとして、その女性が一生のあいだに産むことになる子どもの人数。
都市人口－各国が最新の人口調査で用いた定義にしたがって定められた都市地域で暮らす人口の比率。
データの主な出典

子どもの人口－国連人口局。
粗死亡率・粗出生率－国連人口局。
平均余命－国連人口局。
合計特殊出生率－国連人口局。
都市人口－国連人口局。
注

-  データなし。
表7　経済指標

指標の定義

１人あたりのGNI－GNI（国民総所得）とは、すべての居住生産者による付加価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）および非居住者からの１次所得（被用者の報酬および財産所得）の正味受取額を加えた総額である。１人あたりのGNIは、国民総所得を年央の人口で割って算出する。１人あたりのGNIの米ドル換算値は世界銀行アトラス計算法によるものである。
１人あたりのGDP－GDP（国内総生産）とは、すべての居住生産者による付加価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）を加えた総額である。1人あたりのGDPは、国内総生産を年央の人口で割って算出する。成長率は現地通貨による固定物価GDPから算出したものである。

１日１米ドル未満で暮らす人の比率－１９９３年の国際価格のもとで１日１.０８米ドル未満で暮らす人の人口比率（１９８５年の１日１米ドルに相当し、購買力平価で調整済みの数値）。購買力平価為替レートの改訂の結果、各国の貧困率は前年度版以前の白書で報告されている貧困率と比較できない。

ODA－政府開発援助。
債務返済－公的および公的保証付の長期対外債務に対する金利の支払額および元本の返済額の合計。
データの主な出典

１人あたりのGNI－世界銀行。
１人あたりのGDP－世界銀行。
インフレ率－世界銀行。
１日１米ドル未満で暮らす人の比率－世界銀行。
保健・教育・防衛支出－国際通貨基金（IMF）。
ODA－経済開発協力機構（OECD）。
債務返済－世界銀行。
注

a: 低所得層（875米ドル以下）

b: 下位の中所得層（876‐3,465米ドル）

c: 上位の中所得層（3,466‐10,725米ドル）

d: 高所得層（10,726米ドル以上）

ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。
＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
-  データなし。
表8　女性指標

指標の定義

出生時の平均余命－新生児が、その出生時の人口集団の標準的な死亡の危険のもとで生きられる年数。
成人の識字率－１５歳以上で読み書きできる者の比率。
就学率：女性の対男性比－女子（純または総）就学率を男子（純または総）就学率で割り百分率で示した数値。
総就学率：年齢に関わらず初等・中等学校に就学する子どもの人数が、公式の初等・中等教育就学年齢に相当する子どもの総人口に占める比率。
純就学率：公式の初等・中等教育就学年齢に相当する子どもであって初等・中等学校に就学する子どもの人数が、当該年齢の子どもの総人口に占める比率。

避妊法の普及率－男性と婚姻等の関係にある１５-４９歳の女性のうち、現在避妊手段を使っている者の比率。
出産前のケアが行われている率－妊娠中に少なくとも１回、専門技能を有する保健従事者（医師、看護師または助産師）によるケアを受けた１５-４９歳の女性の比率。
専門技能者が付き添う出産の比率－専門技能を有する保健従事者（医師、看護師または助産師）が付き添う出産の比率。
妊産婦死亡率－出生１０万人あたり、妊娠関連の原因で死亡する女性の年間人数。「報告値」は各国から報告された数字で、報告漏れおよび分類の誤りを考慮して調整されていないもの。
生涯に妊娠・出産で死亡する危険－同指標は、１人の女性が生殖可能期間内に妊娠する確率、およびその妊娠・出産の結果として死亡する確率の双方を考慮に入れたもの（訳注：同指標が１００の場合、女性が生殖可能期間内の妊娠・出産によって死亡する確率は１００人にひとりということになる）。

データの主な出典

平均余命－国連人口局。
成人の識字率－国連教育科学文化機関（ユネスコ）。
就学率－ユネスコ統計研究所、ユネスコ。
避妊法の普及率－人口保健調査（DHS）、複数指標クラスター調査（MICS）、国連人口局、ユニセフ。
出産前のケアが行われている率－DHS、MICS、世界保健機関（WHO）、ユニセフ。
専門技能者が付き添う出産の比率－DHS、MICS、WHO、ユニセフ。
妊産婦死亡率－WHO、ユニセフ。

生涯に妊娠・出産で死亡する危険－WHO、ユニセフ。

	†「報告値」と示した欄に挙げられた妊産婦死亡率のデータは各国当局が報告したもの。ユニセフ、WHO、国連人口基金（UNFPA）は定期的にこれらのデータを評価し、十分な資料の裏付けのある妊産婦の死亡に関する報告漏れや分類の誤りを調整し、データが存在しない国の推計値を開発している。２０００年の「調整値」の欄には、これらの改定値のうちもっとも最近の値が示されている。


注

- データなし。
ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。
＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
＊＊　中国を除く。
表9　子どもの保護指標

指標の定義

児童労働－調査の時点に児童労働活動に従事した ５-１４歳の子どもの比率。子どもは、以下の条件で児童労働に従事したとみなされる。(a) ５-１１歳の子どもで調査期間の直前の週に少なくとも１時間の経済活動に従事しているか、もしくは少なくとも２８時間の家事労働に従事している。(b)１２-１４歳の子どもで調査期間の直前の週に少なくとも１４時間の経済活動に従事しているか、もしくは少なくとも２８時間の家事労働に従事している。

児童労働の背景変数－子どもの性別、居住地（都市部・農村部）、世帯資産より構成された人口の最貧困層２０％・最富裕層２０％(世帯資産の評価手法についての詳細はwww.childinfo.orgを参照)、母親の教育（一定の水準の教育を受けているかいないか）。

出生登録－調査の時点で出生登録されていた５歳未満の子どもの比率。この指標は、調査者によって出生証明書が確認された子どもや、母親や世話人の証言によって出生登録が確認されている子どもを含む。MICSのデータは調査の時点で生存していた子どものみを含む。

児童婚－１８歳より前に結婚または婚姻として認められる結合の状態にあった２０-２４歳の女性の比率。

女性器切除（FGM/C）－(a)女性‐１５-４９歳で女性器切除（FGM/C）を受けた女性の比率。(b)娘‐少なくともひとりの娘がFGM/Cを受けた１５-４９歳の女性の比率。女性器切除(FGM/C)は社会的理由で女性器を切り取る、または、変形させることをいう。一般的に、3 通りの認識されたFGM/Cのタイプがある：クリトリデクトミー、切除方式、縫合方式。クリトリデクトミーは、女性器の包皮の除去をさし、クリトリスの一部または全部の切除を伴う場合もある。切除方式は、小陰唇の一部もしくは全部とともに包皮とクリトリスを切り取ることを指す。縫合方式はもっとも危険な方法で、外性器のすべてまたは一部の切り取りに続き、小陰唇の両側面を針と糸、または他のもので膣口を狭くするために縫い合わせる。このデータに関するさらに詳しい分析は、www.measuredhs.comとwww.prb.orgを参照。

データの主な出典

児童労働－複数指標クラスター調査(MICS)、人口保健調査(DHS)。
児童婚－MICS、DHS、その他の国別調査。

出生登録－MICS、DHS、その他の国別調査および人口動態統計システム。
女性器切除（FGM/C）－MICS、DHS、その他の国別調査。

注

- データなし。
ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。
ｙ 標準的な定義によらないデータまたは国内の一部地域のみに関するデータではあるが、地域別・世界全体の平均値の算出にあたっては計算に入れられたことを示す。
＊ データが、列の見出しで指定されている期間内に入手できたもっとも最近の年次のものであることを示す。
＊＊中国を除く。

表10　前進の速度

指標の定義

５歳未満児死亡率－出生時から満５歳に達する日までに死亡する確率。出生１,０００人あたりの死亡数で表す。
１９９０年以降の削減率－１９９０年から２００５年にかけての５歳未満児死亡率（U５MR）の削減率。２０００年の国連ミレニアム宣言で１９９０年から２０１５年にかけてU５MRを３分の２（６７%） 引き下げるという目標を定めた。そこで、この指標は、この目標に向けての現在の進展の評価を示す。

1人あたりのGDP－GDP（国内総生産）とは、すべての居住生産者による付加価値の額に、生産評価額に含まれないすべての生産品税額（補助金は控除）を加えた総額である。１人あたりのGDPは、国内総生産を年央の人口で割って算出する。成長率は現地通貨による固定物価GDPから算出したものである。
合計特殊出生率－女性が出産可能年齢の終わりまで生き、年齢ごとに当該年齢の通常の出生率にしたがって子どもを産むとして、その女性が一生のあいだに産むことになる子どもの人数。
データの主な出典

５歳未満児死亡率－ユニセフ、国連人口局、国連統計局。
１人あたりのGDP－世界銀行。
合計特殊出生率－国連人口局。
注

-  データなし。
ｘ データが列の見出しで指定されている年次もしくは期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、または国内の一部地域のみに関するものであることを示す。

θ　負の数値は１９９０年以降、５歳未満児死亡率が上昇していることを示す。
